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1. 平成23年3月期第1四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年6月30日）
(1) 連結経営成績（累計）

経常収益 経常利益 四半期純利益

23年3月期第1四半期

22年3月期第1四半期

23年3月期第1四半期

22年3月期第1四半期

(2) 連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

23年3月期第1四半期

22年3月期

(参考）自己資本        23年3月期第1四半期　　　3,471,127百万円        22年3月期      3,513,050百万円

(注)「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末少数株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。

2. 配当の状況
年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

22年3月期

23年3月期

23年3月期（予想）

(注)当四半期における配当予想の修正有無  無

(注2)上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係が異なる種類株式（非上場）の配当の状況につい

     ては、後述の「種類株式の配当の状況」をご覧ください。

3. 平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日）
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計）は対前年同四半期増減率）

当期純利益
1株当たり当期純利

益

通期

(注)当四半期における業績予想の修正有無  無

(注2)「1株当たり当期純利益」の算定上の基礎となる発行済株式数（自己株式を除く）の通期平均値は、以下により算出しております。

　 ・「第1四半期の期中平均株式数」と「第2～4四半期の期中平均見込」の平均値を採用しております。

   ・「第2～4四半期の期中平均見込」は、第1四半期末の株式数に、新株式発行に伴う普通株式数の増加（60億株）を考慮し、21,058,102,499株と

    しております。

   (【添付資料】Ｐ.1-7「重要な後発事象」をご覧ください）

   ・第十一回第十一種優先株式の取得請求に伴う発行済普通株式数の増加を考慮しておりません。
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4. その他　（詳細は、【添付資料】Ｐ.1-3「その他の情報」をご覧ください。）
(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無

(注) 当第１四半期連結会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用   有

(注) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

(注) 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原

　　則･手続、表示方法等の変更の有無となります。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期第1四半期 株 22年3月期 株

② 期末自己株式数 23年3月期第1四半期 株 22年3月期 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期第1四半期 株 22年3月期第1四半期 株

(※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示）

この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了していません。

(※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項)

15,490,950,822 11,168,893,580

15,515,814,530 15,494,397,690

6,912,761 9,397,093

 本資料には、将来の業績および計画等に関する記述が含まれております。こうした記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来
の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としており、かかる記述及び仮定は将来実現する保証はなく、実際
の結果と大きく異なる可能性があります。
 また、事業戦略や業績など、将来の見通しに関する事項はその時点での当社の認識を反映しており、一定のリスクや不確実性などが含まれており
ます。これらのリスクや不確実性の原因としては、与信関係費用の増加、株価下落、金利の変動、外国為替相場の変動、法令違反、事務・システム
リスク、日本における経済状況の悪化その他様々な要因が挙げられます。これらの要因により、将来の見通しと実際の結果は必ずしも一致するもの
ではありません。
 当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項については、本資料のほか、有価証券報告書、ディスク
ロージャー誌等の本邦開示書類や当社が米国証券取引委員会に提出したForm　20-F年次報告書等の米国開示書類など、当社が公表いたしました各種
資料のうち最新のものをご参照ください。
 当社は、業績予想の修正等将来の見通しの変更に関する公表については、東京証券取引所の定める適時開示規則等に基づいて実施いたします。
従って、最新の予想や将来の見通しを常に改定する訳ではなく、またその責任も有しません。

 



（種類株式の配当の状況）

   普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。

１株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

第十一回第十一種優先株式

22年3月期

23年3月期

23年3月期（予想）

第十三回第十三種優先株式

22年3月期

23年3月期

23年3月期（予想）

円 銭 円 銭

20.00

30.00

20.00

30.00

円 銭 円 銭 円 銭

―

― 0.00 ― 20.00

―

0.00 ― 20.00

― 0.00 ― 30.00

0.00 ― 30.00
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【XBRL に関する留意事項】 

EDINET やTDNet におけるXBRL データに含まれる勘定科目の英語名称は、当社が英文短信

において用いる勘定科目の英語名称とは異なる場合がございますので、ご利用にあたってはこの

点にご留意願います。 
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1．当四半期決算に関する定性的情報 

（詳細は、2-1 ページ「平成２３年３月期第１四半期決算の概要」をご覧下さい。） 

 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間における経済情勢を顧みますと、欧州の一部国家等での財政赤字問題を

契機に世界の金融・資本市場に動揺が走ったものの、新興国に牽引される形で、世界経済は緩やかな

回復を続けております。 

米国では、雇用の下げ止まりを受けて個人消費が拡大する等、回復が持続している一方で、ユーロ

圏では雇用調整の長期化にともなう個人消費の低迷等により、成長率は低い水準に留まっております。

またアジアでは、中国における内需拡大が周辺諸国の輸出・生産を誘発しており、高い成長率を維持

しております。 

また、日本経済につきましては、依然として緩やかなデフレ状態が続いておりますが、輸出の増加

等により企業収益が改善しており、設備投資や雇用環境も持ち直しに転じつつある等、景気は回復を

続けております。 

しかしながら、景気刺激策の効果が今後剥落していくことに加え、欧州の財政問題が金融市場や実

体経済に及ぼす影響が見極め難い状況のもと、世界経済の先行きに対する不透明感も強く、回復が停

滞するリスクも残されております。 

当社グループにおきましては、新たな経営環境に迅速かつ的確に対応すべく、収益力強化プログラ

ム、財務力強化プログラム及び現場力強化プログラムの三つのプログラムから成る「変革」プログラ

ムを着実に推進していくことにより、さらなる企業価値の向上を目指してまいります。 

このような経営環境のもと、当第１四半期連結累計期間の連結四半期純利益は 1,498 億円となりま

した。 

 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間末の連結総資産は、前連結会計年度末に比べ１兆8,432億円減少し、154

兆4,102億円となりました。 

純資産の部は、前連結会計年度末比 521億円減少し、５兆7,849億円となり、うち株主資本は３兆

2,229億円、評価・換算差額等は2,482億円、少数株主持分は２兆3,121億円となりました。 

主要勘定につきましては、資産の部では貸出金が前連結会計年度末に比べ 3,342 億円減少し 61 兆

8,303 億円となり、有価証券は前連結会計年度末に比べ 987 億円減少し 42 兆 9,977 億円となりまし

た。また、負債の部では預金が前連結会計年度末に比べ 3,588 億円減少し 75 兆 9,809 億円となりま

した。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成 23 年３月期の連結業績予想は、平成 22 年５月 14 日に公表した通り、当期純利益 4,300 億円

を予想しております。 
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２．その他の情報 

(1) 重要な子会社の異動の概要 

（当第１四半期連結会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当ありません。 

 

 (2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

【簡便な会計処理】 

   ①減価償却費の算定方法 

     定率法を採用している有形固定資産については、年度に係る減価償却費の額を期間按分す

る方法により算定しております。 

   ②貸倒引当金の計上方法 

     「破綻先」「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当て

ている債権等以外の債権に対する貸倒引当金につきましては、平成 22 年３月期の予想損失

率を適用しております。 

 

【特有の会計処理】 

   該当ありません。 

 

 (3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

   【会計処理基準に関する事項の変更】 

 （「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用） 

    当第１四半期連結会計期間から、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第 16 号平成

20 年 3 月 10 日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務

対応報告第 24 号平成 20 年 3 月 10 日）を適用しております。 

    なお、これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。 

 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当第 1四半期連結会計期間から、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号

平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第 21 号平成 20 年 3 月 31 日)を適用しております。 

     これにより、経常利益は 158 百万円、税金等調整前四半期純利益は 3,194 百万円減少して

おります。また、当会計基準等の適用開始による「その他負債」中の資産除去債務の変動額

は 6,115 百万円であります。 

 

   【表示方法の変更】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

「みずほマイレージクラブ」におけるマイレージポイントが前第１四半期連結会計期間に

おいて廃止され未利用分のポイントの精算を行ったことに伴い「みずほマイレージクラブ」

に係るポイント引当金を全額取崩しております。これによりポイント引当金の金額的重要性

が乏しくなったため、前中間連結会計期間からポイント引当金を「その他負債」に含めて計

上しております。なお、当第 1 四半期連結会計期間末の「その他負債」に含まれるポイント

引当金は 664 百万円であります。 
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 4,314,710 5,211,477

コールローン及び買入手形 256,949 605,238

買現先勘定 7,488,473 7,129,676

債券貸借取引支払保証金 5,039,824 5,744,901

買入金銭債権 1,996,691 2,040,445

特定取引資産 15,081,201 13,986,791

金銭の信託 83,493 119,438

有価証券 42,997,706 43,096,460

貸出金 61,830,332 62,164,579

外国為替 675,921 707,803

金融派生商品 6,970,927 7,060,302

その他資産 3,041,678 3,742,205

有形固定資産 930,712 927,337

無形固定資産 427,163 427,278

繰延税金資産 485,805 533,030

支払承諾見返 3,663,019 3,643,706

貸倒引当金 △874,301 △887,073

投資損失引当金 △29 △29

資産の部合計 154,410,282 156,253,572
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

預金 75,980,919 76,339,779

譲渡性預金 9,987,969 10,287,808

債券 1,317,165 1,517,797

コールマネー及び売渡手形 5,891,706 5,786,370

売現先勘定 12,828,921 12,075,802

債券貸借取引受入担保金 7,732,479 6,615,512

特定取引負債 8,241,988 7,579,695

借用金 6,007,904 9,663,867

外国為替 178,045 172,990

短期社債 547,697 492,397

社債 5,010,087 4,970,257

信託勘定借 1,083,092 1,025,431

金融派生商品 6,142,634 6,614,116

その他負債 3,800,469 3,376,769

賞与引当金 10,383 48,946

退職給付引当金 34,150 34,263

役員退職慰労引当金 1,833 2,112

貸出金売却損失引当金 12,897 15,258

偶発損失引当金 14,368 14,809

睡眠預金払戻損失引当金 13,675 14,748

債券払戻損失引当金 11,290 10,824

特別法上の引当金 1,378 2,149

繰延税金負債 12,617 12,226

再評価に係る繰延税金負債 98,649 98,875

支払承諾 3,663,019 3,643,706

負債の部合計 148,625,347 150,416,519

純資産の部   

資本金 1,805,565 1,805,565

資本剰余金 552,135 552,135

利益剰余金 869,073 854,703

自己株式 △3,868 △5,184

株主資本合計 3,222,905 3,207,219

その他有価証券評価差額金 92,484 176,931

繰延ヘッジ損益 113,894 83,093

土地再評価差額金 138,048 138,430

為替換算調整勘定 △96,205 △92,623

評価・換算差額等合計 248,222 305,831

新株予約権 1,684 2,301

少数株主持分 2,312,123 2,321,700

純資産の部合計 5,784,935 5,837,053

負債及び純資産の部合計 154,410,282 156,253,572
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（２）四半期連結損益計算書 
 【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

経常収益 703,470 713,160

資金運用収益 411,623 362,570

（うち貸出金利息） 290,942 229,010

（うち有価証券利息配当金） 74,710 80,428

信託報酬 10,483 10,579

役務取引等収益 126,654 127,889

特定取引収益 85,791 79,335

その他業務収益 43,826 96,039

その他経常収益 25,091 36,745

経常費用 718,669 501,465

資金調達費用 130,459 89,898

（うち預金利息） 52,242 29,584

（うち債券利息） 3,550 2,132

役務取引等費用 24,969 25,974

特定取引費用 － 34

その他業務費用 39,157 17,688

営業経費 326,880 327,576

その他経常費用 197,202 40,293

経常利益又は経常損失（△） △15,198 211,694

特別利益 85,684 11,316

特別損失 49,691 4,785

税金等調整前四半期純利益 20,794 218,224

法人税、住民税及び事業税 9,114 5,937

法人税等還付税額 △4,148  

法人税等調整額 △9,845 38,053

法人税等合計 △4,879 43,991

少数株主損益調整前四半期純利益 25,673 174,233

少数株主利益 30,165 24,385

四半期純利益又は四半期純損失（△） △4,491 149,847
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 (3) 継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

 (4)株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

該当事項はありません。

 (5)重要な後発事象

平成22年6月25日開催の取締役会において、当社の新株式発行および株式売出しならびに平成22年5月14日に行った
新株式に係る発行登録の取下げを決議しておりますが、平成22年7月13日には新株式発行および株式売出しに係る
発行価格等を決定し、これを実施しました。その概要は以下のとおりであります。

①募集による新株式発行（一般募集）
 a.　募集株式数                 5,609,000,000株
 b.　払込金額の総額           702,639,430,000円
 c.　払込期日                 　平成22年7月21日

②当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる国内売出し）
 a.　売出株式数　                 391,000,000株
 b.　売出価格の総額        　　50,830,000,000円
 c.　受渡期日               　　平成22年7月22日

③第三者割当による新株式発行
 a.　発行株式数        　　 　　  391,000,000株
 b.　払込金額の総額            48,980,570,000円
 c.　払込期日               　　平成22年7月30日

今回の新株式発行により、当社の資本金が375,810,000,000円、資本剰余金が375,810,000,000円増加しております。

【追加情報】

（スプレッド方式による新株式発行）
平成22年7月21日を払込期日とする募集による新株式発行(5,609,000千株)は、当初買取引受会社が払込金額(1株当
たり125.27円)にて買取引受けを行い、引受会社がこれを払込金額と異なる発行価格（1株当たり130円）で投資家
に販売するスプレッド方式によっております。
スプレッド方式では、払込金額の総額と発行価格の総額の差額は当初買取引受会社の手取金とし、当該手取金は引
受会社の引受手数料として各引受会社に分配されます。
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